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研究要旨 
 本研究は、ICD-11 の円滑な国内導⼊と活⽤に向けて、ICD-11 国内導⼊に伴う課題
や影響を検証し、ICD-11 に対応した統計基準の検討を⾏うとともに、厚⽣労働省や各
学会、WHO などの意⾒集約と調整、意⾒発信を⾏うための基礎資料を取りまとめ、
ICD-11 のわが国への円滑な適⽤に資することを⽬的とする。研究 3 年⽬の本年は、昨
年度検討した WHO 製表分類と基本分類表、ICD10-11 マッピングテーブルを組み合
わせた⼿法（マクロアプローチ）と、⼤規模⾔語モデル(LLM)を⽤いた⾃由⼊⼒病名
の ICD-11 コーディングシステムを⽤いた病名ベースの解析⼿法（ミクロアプローチ）
の双⽅にて、2025 年 5 ⽉の疾病、傷害及び死因分類部会で⽰された新たな疾病分類表
と死因分類表を⽤いたわが国の統計に対する影響について分析した。脳⾎管疾患が循
環器系 から神経系へ移動した点や、睡眠・覚醒障害が神経系から新設の「睡眠・覚醒
障害群」へ移動するなど数々の影響が実データベースで明らかとなった。また、標準
病名マスターと ICD-11 ⽤語和訳作業結果を統合した ICD-11 対応の統合標準病名集
の開発に向け、国内標準病名からの ICD-11 コーディング作業を昨年度に引き続き実施
した。また、WHO-FIC 年次会議に参加して WHO における ICD 改訂動向や諸外国
の ICD-11 国内適⽤に関する情報を収集するとともに、⽇本における LLM の保健医
療⾏政⽀援への活⽤について情報発信を⾏った。 

 
Ａ．研究⽬的 
 本研究は、ICD-11 の円滑な国内導⼊と
活⽤に向けて、ICD-11 国内導⼊に伴う課
題や影響を検証し、ICD-11 に対応した統
計基準の検討を⾏うとともに、厚⽣労働省
や各学会、WHO などの意⾒集約と調整、
意⾒発信を⾏うための基礎資料を取りまと
め、ICD-11 のわが国への円滑な適⽤に資

することも⽬的である。具体的には、
（１）ICD-11 国内導⼊のわが国の公的統
計に与える影響を考察し、ICD-11 の円滑
な国内導⼊に資する知⾒を集積すること、
（２）ICD-11 のわが国における活⽤につ
いて考察し、課題を整理すること、さらに
（３）WHO-FIC 年次会議に参加して
WHO における ICD 改訂動向や諸外国の
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ICD-11 国内適⽤に関する情報を収集し、
本研究で得られた知⾒を国内外に意⾒発信
することである。 
 本研究により、WHO 分類とわが国の罹
患統計・死亡統計との整合性について多⾓
的・包括的に分析することで、ICD-11 導
⼊によるわが国の公的統計への影響の検証
や課題抽出を⾏うことが可能である。ま
た、ICD-11 国内導⼊に必須となる新たな
ICD-11 対応統合標準病名集の構築に関す
る知⾒が集積される。さらに、本研究で得
られた知⾒の国内外への情報発信を⾏うこ
とで、疾病分類の普及と実⽤化における⽇
本のプレゼンス向上に貢献できる。 

 
Ｂ．研究⽅法 

（１）林班と共同で、公的統計で⽤いら
れている現⾏分類と WHO 分類の構造を
⽐較分析し、わが国の公的統計の整合性・
継続性を維持しつつ WHO 分類にも適⽤
可能な新たな分類の作成を試み、意⾒発信
を⾏う。また、疾病分類表及び死因分類表
の原票を⽤いて新たな分類の妥当性・実⽤
可能性についても考察する。 

新しい死亡及び罹患統計用分類案の導入

によってもたらされる公的統計への影響に

ついては、昨年度、以下の通りマクロアプ

ローチとミクロアプローチとして実施予定

と報告しており、今年度もその方針で分析

を実施した。 
ア) マクロアプローチ 
 ICD-10 と ICD-11MMS のカテゴリ間

のマッピングテーブルを用いて ICD-
11MMS をベースとした際の死亡数を推

計する方法である。分類カテゴリが「１

対多」「多対多」の対応になっている場合、

特定の ICD-10 コードに対応する死亡数

を、対応する複数の ICD-11MMS コード

に均等配分して推定することを目的と

している。新分類案の策定と共に、この

方式による集計を進めた。 
イ) ミクロアプローチ 

 上述の方法では、1 つの ICD-10 コー

ドに該当する死亡数を、対応する複数の

ICD-11MMS コードに均等配分するた

め、死亡統計の推計精度が少し粗くなっ

てしまうという欠点がある。そこで ICD
カテゴリではなく、病名の粒度で ICD-
10, ICD-11MMS のカテゴリを同定し、

より精緻な分析をすることを目的とし

た方法である。 
 
（２）標準病名マスターと ICD-11 ⽤語

和訳作業結果を統合した ICD-11 対応の統
合標準病名集の開発に向けた基礎資料を作
成する。 

 
（３）WHO-FIC 年次会議に参加して情

報収集するとともに意⾒発信を⾏う。 
 

（倫理⾯への配慮） 
 本研究は既存分類の分析と国内外の学会
などでの情報収集と意⾒発出が研究主体で
あり、倫理的配慮は必要としない。 
 
Ｃ．研究結果 
（１）公的統計で⽤いられている現⾏分類
と新たな死因・疾病分類、WHO 分類の⽐
較分析 
 
【マクロアプローチ】 
 わが国の死因統計及び罹患統計には、
2013 年に公表された基本分類表（以下、基
本分類表 2013）が⽤いられているが、ICD-
11 の導⼊と WHO が公表した WHO 製表
分類（以下、WHO 製表分類 2023）に対応
した新たな基本分類表が求められており、
2025 年 5 ⽉の疾病、傷害及び死因分類部会
で新たな死因分類と疾病分類が⽰された。
この状況を踏まえ、本年度は 2013 年度に
公表された基本分類表における死因分類と
疾病分類（以下、死因分類 2013、疾病分類
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2013）、さらに 2025 年度に提案された
ICD-11 準拠の新たな死因分類と疾病分類
（以下、死因分類 2025、疾病分類 2025）、
さらに WHO 製表分類 2023 の比較により、

新たな死因分類と疾病分類のわが国への導
⼊ の 公 的 統 計 に 与 え る 影 響 、 さ ら に は
WHO 製表分類との⽐較について分析を実
施した。 
 本年度は、昨年度実施の⼿法を⽤いて、
WHO から 2025 年 1 月に公表された

mapping tables のうち、１対多に対応した

「10To11MapToMultipleCategories.xlsx」
に、分析に用いる以下の各表を ICD-10 及

び ICD-11MMS コードを用いて付加した。

また、既存の公的統計への影響を分析する

ため、2023 年度の人口動態調査及び患者調

査より以下の表を用いた。 
 
＜ICD-10 コードを用いた付加＞ 
・死因分類 2013 
・疾病分類 2013 
・⼈⼝動態調査 2023 年度、下巻死亡 第１
表−２ 死亡数，死因（死因基本分類） 
・患者調査 2023 年度、全国編 第１６０表 
 
＜ICD-11MMS コードを用いた付加＞ 
・ MortalityTabulationList V2023.xlsx
（WHO 作成） 
・ MorbidityTabulationList V2023.xlsx
（WHO 作成） 
・基本分類表（案）（2025 年 5 ⽉、第 13 回
疾病、傷害及び死因分類部会 資料 2） 
・疾病分類表（案）（2025 年 5 ⽉、第 13 回
疾病、傷害及び死因分類部会 資料 3） 

・死因分類表（案）（2025 年 5 ⽉、第 13 回
疾病、傷害及び死因分類部会 資料 4） 
 
 この作業は、昨年度研究と同様にそれぞ

れのテーブルを ICD-11MMSコードおよび

ICD-10 コードを用いた名寄せにより実施

した。 
 名寄せにあたり、ICD-11MMS コードと

ICD-10 コードそれぞれで機械的にコード

の名寄せが不可能であった複数のコードの

組み合わせによる項目については、昨年度

研究で実施した方法と同様に、 ICD-
11MMS における「/」あるいは「&」を用い

た複数のステムコードの組み合わせについ

ては、記載されたコードのいずれかをプラ

イマリとして認識する必要があると考えら

れるが、WHO からの公表資料にはコード

の優先度については現状でも記載されてい

ないため、本研究では最初に出現したステ

ムコードを用いて名寄せを実施した。今後

このようなコードの組み合わせの規則性に

ついては WHO からの公表を待つ必要があ

ると考えらえる。 
 

 マクロアプローチの分析結果として、多

くの項目で新旧の疾病あるいは死因分類で

同じ集計が可能であったが、項目によって

は大幅な違いが見られた項目もあった。具

体例としては、死因分類 2013 のアルツハ

イマー病（6400）に対応する ICD-10 コー

ドは G30.0、G30.1、G30.2、G30.9 となっ

ているが、死因分類 2025 のアルツハイマ

ー病（08200）に対応する ICD-11 コードは

8A20 のみとなっており、残りの ICD-11 で

6D80.Z に区分される Dementia due to 
Alzheimer disease, onset unknown or 
unspecified は「その他の精神、行動又は神

経発達の疾患群（06300）」に区分されてい

る。このため、2023 年度のアルツハイマー

病の死亡者数が、死因分類 2013 で 25453
人であったのに対して、死因分類 2025 で

は 7371 人と大きく減少する推計となった

（表１、表２）。 
 今後、このような死因分類、疾病分類の

新旧分類の違いをもとに、公的統計の継続

性について検討する必要があると思われる。 
 
【ミクロアプローチ】 

マクロアプローチでは 1 つの ICD-10 コ

ードに該当する死亡数を、対応する複数の

ICD-11MMS コードに均等配分するため、

死亡統計の推計精度が少し粗くなってしま

うという欠点がある。さらにこれまでの研

究で WHO のマッピングテーブルには約

10%ほどの疑義があることが判明している。

そこで ICD カテゴリではなく、病名の粒度

で ICD-10, ICD-11MMS のカテゴリを同定
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し、より精緻な分析をすることを目的とし

た方法である。 この分析は分担者の今井が

担当した。 
本年度は（２）で述べる標準病名マスタ

ーの ICD-11 対応、ICD-11 用語和訳作業結

果を用い、病名用語のリソースとした。ま

たこれをベースとし、大規模言語モデル

（LLM）である gpt-oss120b を用い、エー

ジェンティックなワークフローにより自動

で ICD-11 コーディングを行う手法を開発

し、これを自由病名の解析に用いた。 
これは元の病名文字列の正規化（文字化

け修正など）を LLM で行った後、既知の

病名と修飾語を用いたルールベースの解析

に加え、その結果を再考して修正するプロ

セス、また必要があれば ICD の階層構造を

上位から辿り、該当する候補を加えて再考

するプロセス、などを繰り返して行うシス

テムである。詳細は「G 研究発表」の松浦,
今井(2025,26)を参照されたい。この LLM
ベースのシステムはローカルで動作し、外

部にはデータを漏らさない。 
解析対象は死亡統計と罹患統計の２種類

あるが、死亡票は複数の病名に対し、仮原

死因が決定され、また付帯情報（備考欄や

死亡の状況の記載等）を人手精査した後に

最終的な ICD-10 コードが決定される。そ

の際に全体の 5%くらいは仮原死因の変更

が行われる1。従って、死亡統計で用いられ

る ICD-10 コードが、死亡票中の病名のど

れに該当するかが同定できないケースがあ

る。これを解決するのが困難であるため、

本研究では対象を罹患統計に絞って行った。

厚生労働省より、令和 2 年度の患者調査票

に対する特別集計データの提供を受け、こ

れを対象とした。これは入院外来あわせ、

主傷病名ごとの出現回数と拡大乗数の和

(患者数推計に用いられる)が集計されたも

ので、令和２年の調査票情報の確定データ

及び中間生成物の両方に存在しているもの

のみを集計対象とした 72,762 件の自由入

力病名データである。 
同年の患者調査は e-Stat によると

8348.8 千人(10 月) であるが、本特別集計

データは前述の条件のためか、これより少

 
1 今井健「死因統計の精度及び効率性の向

上に資する機械学習の検討に関する研究」

厚生労働科学研究費補助金(政策科学総合

なくなっており、推計患者総数は 6345.4 千

人であった。従って、e-Stat 上の ICD-10 ベ

ースの集計データと直接比較することがで

きないため、本特別集計データ中の主傷病

名に対し、ICD-10、ICD-11 MMS の双方で

コーディングを行い新旧の疾病分類の違い

を見ることとした。ただし、複数の傷病名

が１つの欄に記載されている場合は先頭の

ものを採用した。 
結果として主傷病名の件数ベースでは

95.5% (ICD-10)、95.7% (ICD-11)、また患

者数ベースでは 98.8% (ICD-10)、98.8% 
(ICD-11) のものがコーディング可能であ

り、推計患者数ベースでの解析上は問題な

い精度となった。 
次に、ICD-10 については 2013 年版の疾

病分類 (大分類・中分類)を、ICD-11 につい

ては疾病分類表（案）（2025 年 5 月、第 13
回疾病、傷害及び死因分類部会 資料 3）を
用い、ICD-10 ベースの大分類、中分類、

ICD-11 ベースの疾病分類の突合表を作成

した。この新旧比較結果を表３に示す。ま

た、新旧疾病分類の推計患者数フローを図

１に、新旧疾病分類の推計患者数対応ヒー

トマップを図２に示す。 
図１を見ると分かりやすいが、明らかに

最も大きい差異は循環器系 → 神経系への

移動である。旧 b-0900 循環器系 の 約 
19% が新 0800 神経系へ移動している。

他の詳細は考察で述べる。 
 

（２）標準病名マスターと ICD-11 ⽤語和訳
作業結果を統合した ICD-11 対応の統合標
準病名集の開発 
 

  ICD-11 では (1) 分類体系の構造⾃体の
変化 (2) 個々の分類概念の詳細化 (3) 
単なる分類体系の提供から⽤語集の提供へ
の変化 (4)Post-Coordination を⽤いた任
意粒度での概念のコーディング、と⾔った
これまでにない特徴があり、国内でこれま
で⽤いられてきたコーディングスキームと

研究事業（統計情報総合研究事業）)令和

1〜3 年度総合研究報告書, 2021. 
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は⼤きく異なっている。国内の電⼦カルテ
環境では厚⽣労働省標準ともなっている
ICD-10 対応電⼦カルテ⽤標準病名マスタ
ー（以下、標準病名マスター）が広く導⼊
されており、病名の記録と ICD-10 コード
への対応づけが⾏われているだけでなく、
その ICD-10 コードは DPC など診療報酬
請求にも広く⽤いられている。⼀⽅、ICD
はこれまで単なる疾患分類のためのカテゴ
リ体系を提供するものであったが、ICD-11
からは Foundation Component 中に約１3
万語の⽤語セットが含まれ、⼤きく拡充さ
れると共に⽤語集としての性質を帯びてき
た。従って、ICD-11 の⽇本語版を作成し国
内導⼊する際には、これまで国内で標準的
に⽤いられてきた標準病名マスターとのダ
ブルスタンダードを避け、円滑な移⾏を促
すため整合性をとった上で適切に統合する
必要がある。 

   そこで昨年度までの研究（R2-4 厚労科研 
政策科学総合(政策科学推進)「社会構造の
変化を踏まえた保健医療にかかる施策⽴案
に資する国際疾病分類の国内導⼊のための
研究」）から継続し、標準病名マスターに含
まれる病名について ICD-11 コードとの対
応づけ作業を⾏った。これは(A) ICD-11 
Foundation ⽤語の訳語と、国内標準病名マ
スターとを統合し ICD-11 コード対応の病
名マスタ―として拡充する際、並びに(B)国
内の公的統計への影響を測る際の「ミクロ
アプローチ」（前述）を⾏う際、の２つの⽬
的に対して必須である。これは分担者の今
井が担当した。 

 
2 今井 健. ICD-11 と標準病名マスターと
のマッピングに関する研究. 厚⽣労働科学
研究費補助⾦(政策科学総合研究事業(政策
科学推進研究事業)) 「社会構造の変化を

 本年度は前年度に引き続き、標準病名マ
スター中の病名から ICD-11MMS 並びに
Foundation への対応データベースの更新
を ⾏ っ た 。 最 終 的 な 成 果 に つ い て は 、
https://github.com/Imai-lab/SDM-ICD11
にて公開している。 

既にこれまでの研究で明らかになってい
る通り、ICD-11 Foundation 約 13 万エンテ
ィティの和訳と標準病名マスター(カタカ
ナ変換語を除く約 5 万語)との間は、⽂字列
完全⼀致で約 8,600 語しか対応が取れない。
残りについては、Post-Coordination を⽤い
た標準病名の ICD-11 MMS コーディング
が必要である2。Foundation 和訳は MMS の
索引語となっているため、今後国内の ICD-
11 MMS 導⼊にそのまま⽤いることが可能
であるが、標準病名マスターの ICD-11 化
は重要な課題である。本研究でこのための
重要な資料が整備されたことは⼤きな成果
である。また、この結果は、(2)で述べた疾
病分類の変更による公的統計への影響分析
（ミクロアプローチ）にも⽤いられ、⼤き
な役割を果たした。 

 
（３）WHO における ICD 改訂動向や諸外
国の ICD-11 国内適⽤に関する情報収集 
 2025 年 10 月 13 日（月）から 16（木）

に開催された WHO-FIC ネットワーク年次

会議（スイス・ジュネーブにて対面および

オンライン開催）にオンライン参加した。 
また、ITC においては、LLM の公的統計

への応用に関し日本の取り組みとして 
“Application of LLM for automatic ICD 
coding of external cause of death” (2025 
WHO-FIC Mid-Year ITC Meeting, 2025 年

踏まえた保健医療にかかる施策⽴案に資す
る 国際統計分類の国内導⼊のための研
究」 分担研究報告書 ( 令和 4 年度 ). 
2023. 
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5 月 15 日)、また “Application of LLM for 
automatic ICD/ICF coding - updates” 
(2025 WHO-FIC ITC Annual Meeting, 
2025 年 10 月 16 日) の発表を行うと共に、

ITC Secretariat として各国からの情報収

集を行った。前述の保健医療行政への LLM
活用は会議中でも大きな反響を呼び、各国

もLLM積極活用に向けて大きく動き出し、

その後 AI Tooling Interest Group が設立さ

れる運びとなった。日本として大きなプレ

ゼンスを発揮したと考えている。 
 
Ｄ．考察 
 本年度は、2025 年度に提案された新たな

疾病分類、死因分類を用いて公的統計への

影響について分析を実施した。 
 
【マクロアプローチ】 

この分析にあたり、WHO の mappiing 
tables と WHO 製表分類 2023、基本分類表

2013、基本分類表 2025 を組み合わせた統

合表を構築したほか、統合表作成への課題

について取りまとめ、その解決に向けた検

討を実施した。統合表は、一部の例外を除

いて構築は可能であるものの、ICD-11 での

複数のコードの組み合わせについては対応

が必要であり、また複数のステムコードが

用いられている場合に、ステムコードの優

先順位に関する情報が WHO から未発表で

あることから、本報告書執筆時点では統合

表の完成には至らなかった。今後、WHO と

の連携をとりつつ、統合表の完成に向けた

作業を実施したい。 
 
【ミクロアプローチ】 
 まず、標準病名マスターと ICD-11 MMS 
/ Foundation の対応、並びに  ICD-11 
Foundation の和訳を用いることで国内の

標準的な病名セットと ICD-11 とのマッピ

ングを行うための包括的な基盤が得られた。

これは前厚労科研（厚労科研 政策科学総合

（政策科学推進）「社会構造の変化を踏まえ

た保健医療にかかる施策立案に資する国際

疾病分類の国内導入のための研究」（R2-R4）
から継続して行ってきた大きな成果である。 

またこれをベースとして用い、外部にデ

ータを漏らさずローカルで動作する大規模

言語モデル(LLM)を用いたエージェンティ

ックワークフローによる ICD-11 コーディ

ングシステムの開発により、自由入力病名

を精緻に ICD-11 コーディングすることが

可能となり、本研究で公的統計での病名を

もとに新旧での疾病分類の違いによる影響

を精緻に分析することが可能となった。こ

れも大きな成果である。明らかに、自由入

力病名の ICD-11 コーディングは特に 
post-coordination などが導入されたため、

大きく難易度が増しており、この様な LLM
を用いた支援手法は今後必須であると考え

られる。 
 
一方、新旧の疾病分類での影響分析（表

３）であるが、主だった特徴は以下のよう

であった。 
1) 脳血管疾患: 循環器系 → 神経系 

 旧 b-0900 循環器系 の 約 19% が
新 800 神経系へ移動した。WHO は
「脳卒中の病態と症状は脳の機能障害

である」「他の臓器の虚血 (腸・腎・眼) 
はそれぞれの臓器章に置かれているの

に脳だけ循環器章なのは不整合」とい

う観点から、1955 年以来の分類を覆し

た。この影響と考えられる。 
2) 睡眠・覚醒障害: 神経系 → 新設「睡眠・

覚醒障害群」 
 ICD-11 では 第 7 章「睡眠・覚醒障

害群」(7A-7B) が独立章として新設さ

れた一方、ICD-10 では G47 (神経系) 
と F51 (精神系) に分散していた。旧 
b-0600 神経系の 約 15% が新章 700 
へ流れている。「器質性 vs 非器質性」

の区別が廃止され、症状ベースで統合

されたことが原因と考えられる。 
3) 慢性疼痛・症状: 筋骨格/消化器 → 症

状徴候 
 これは旧 b-1300 筋骨格  → 新 
2100 が 約 56,895 人 (6.0%)、旧 b-
1100 消 化 器  → 新  2100 が  約

25,232 人 (8.4%) 等である。 
 ICD-11 Chapter 21 (MA-MH) に 
MG30 「慢性疼痛」 と ME84 「脊椎

痛」 などが新設され、「3 ヶ月以上持続

する痛み」を一括分類、原疾患不明の慢

性痛も独立して扱える様になった一方、

ICD-10 では各臓器章に散在 (腰痛は 
M54、片頭痛は G43 など)していたの

が原因と考えられる。 
4) 免疫系の独立: 血液・筋骨格 → 新設
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「免疫系の疾患」 
 これは旧 b-0300 の 約 16%に該当

する。ICD-11 で 「免疫系の疾患」章 
(4A-4B) が独立した一方、ICD-10 では

血液章 (D80-D89 免疫機構障害) と他

章 (筋骨格の自己免疫疾患など) に分

散していること、また自己免疫疾患・原

発性免疫不全症が体系化されたことが

原因と考えられる。 
5) 健康状態に影響する要因 (24 章) への

流入 
 これは旧  b-0200 新生物  → 新 
2400 や旧 b-1900 損傷 → 新 2400 が

該当する。ICD-11 24 章 「健康状態に

影響を及ぼす要因又は保健サービスの

利用の要因」(QA-QF) に、経過観察・

検査・予防接種・後ケアなどが整理され、

新生物のフォローアップ受診や損傷の

後療法などが該当することが原因と考

えられる。 
6) 内分泌 (糖尿病) → 視覚系 

 これは旧 b-0400 の 3.5%に相当する。

糖尿病性網膜症 (E11.3) などが ICD-
11 では 「視覚系の疾患」章 (9A-9E) 
に分類される傾向であり、ICD-11 は
「症状・障害が現れる臓器系」を優先す

る設計思想で、原因が糖尿病でも眼の

疾患は眼の章に置かれることが要因と

考えられる。 
7) 皮膚 → 感染症 

 これは旧 b-1200 の 5.3%に相当す

る。皮膚科にあった感染症 (蜂窩織炎、

伝染性膿痂疹など) が ICD-11 では 1
章「感染症又は寄生虫症」に統合される

傾向であることが原因と考えられる。 
 

他にも、ICD11 では 17 章に性の健康に

関連する状態群が新設されたが、本データ

からは小規模であり大きな影響は見られな

かった。上記のうち件数が多いものについ

ては特に統計継続性の観点から注意が必要

である。 
一方、本研究では死亡統計についてはミ

クロアプローチで十分に検討を行うことが

できなかった。死亡票では例えば飛び降り

による頭部外傷で死亡した場合であっても、

付帯情報に「産後うつであった」と文章で

書いてあれば、それを人手で精査し、原死

因として「産後うつ」のコードが付与され

る。つまり I 欄 II 欄病名だけを見ても確定

原死因に至った真の病名が書かれていない

ケースがある。病名ベースで解析するミク

ロアプローチは有用であるが、この様なケ

ースにおいては、付帯情報を読み取って、

ICD-11 ベースでは何に該当するか、を判断

する LLM を用いた手法が別途必要と考え

られ、今後の課題である。 
 

 以上、本年度研究において、基本分類表

2013 と基本分類表 2025 における死因分類

と疾病分類の違いについて分析し、項目に

よっては ICD-11 適用における公的統計の

継続性への課題があることを明らかにした。

本研究で構築した統合表を用いたマクロ及

びミクロアプローチを用いることで、ICD-
11 適用における公的統計の継続性を検討

するための基礎資料とすることができたと

考えられる。 
 
Ｅ．結論 

本研究では、死亡統計と疾病統計に着目

し、これらの公的統計で⽤いられている現
⾏分類と WHO 分類の構造を⽐較分析した
ほか、新たな基本分類表を⽤いた場合の死
亡者数、推計患者数への影響について分析
を実施した。また、本研究で構築した⼿法
と統合表を⽤いることで、わが国への ICD-
11 適⽤に活⽤可能な基盤的な情報の整理
ができた。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論⽂発表 

1. 松浦 創，今井 健. 公的統計調査
における⾃由⼊⼒病名の LLM を⽤
いた正規化⼿法の検討. 第 15 回⽇
本医療情報学会「医⽤⼈⼯知能社会
実装研究会」⼈⼯知能学会「医⽤⼈
⼯知能研究会」(SIG-AIMED)合同研
究会, ⼈⼯知能学会第⼆種研究会資
料 SIG- AIMED-015-09, 2025. 

2. 松浦 創，今井 健. 再帰的降下探
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索を⽤いた Agentic Workflow によ
る病名の ICD-11 コーディング. 第
16 回⽇本医療情報学会「医⽤⼈⼯知
能社会実装研究会」⼈⼯知能学会「医
⽤⼈⼯知能研究会」(SIG-AIMED)合
同研究会, ⼈⼯知能学会第⼆種研究
会資料 SIG-AIMED-016-01, 2026. 

 
２．学会発表 

1. Takeshi Imai, Kaori Nakayama. 
Application of LLM for automatic 
ICD coding of external cause of 
death”. 2025 WHO-FIC Mid-Year 
ITC Meeting, 2025 年 5 月 15 日. 

2. Takeshi Imai, Kaori Nakayama, 
Masahiko Mukaino. Application of 
LLM for automatic ICD/ICF coding 
- updates”. 2025 WHO-FIC ITC 
Annual Meeting, 2025 年 10 月 16
日. 

3. 今井 健. ⼤規模⾔語モデルの医
療現場での活⽤と展望. NII オープ
ンハウス 2025 招待講演, 2025 年 7
⽉ 8 ⽇. 

4. 今井 健. 医療情報標準化と保健
医療⾏政を⽀援する医療 LLM 開発. 
第 44 回医療情報学連合⼤会, 2025
年 11 ⽉ 15 ⽇. 

5. 今井 健. 医療情報標準化と保険
医療⾏政⽀援における LLM 活⽤. 
第 16 回⽇本医療情報学会「医⽤⼈
⼯知能社会実装研究会」⼈⼯知能学
会 「 医 ⽤ ⼈ ⼯ 知 能 研 究 会 」 (SIG-
AIMED)合同研究会 2026 年 3 ⽉ 5
⽇. 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 
 1. 特許取得 

 なし 
 2. 実⽤新案登録 

 なし 
 3.その他 

 なし 
 

130

厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（統計情報総合研究事業））　ICD-11の適用を通じて我が国の死因・疾病統計の向上を目指すための研究令和7年度　総括・分担研究報告書



 

 

表１ 死因分類：新旧⽐較（マクロアプローチ） 
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表２ 疾病分類：新旧⽐較（マクロアプローチ） 

 

132

厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（統計情報総合研究事業））　ICD-11の適用を通じて我が国の死因・疾病統計の向上を目指すための研究令和7年度　総括・分担研究報告書



 

 

表 3 疾病分類：新旧⽐較（ミクロアプローチ） 
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図１ 新旧疾病分類の推計患者数フロー（ミクロアプローチ） 
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図２ 新旧疾病分類の推計患者数対応ヒートマップ（ミクロアプローチ） 
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